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 戦争・死刑と国家。そして国家と人民（15６）  

（Eメールニュース「みやぎの九条」２０２０年１２月１日号）  

小田中 聰樹     （東北大学名誉教授・みやぎ憲法九条の会世話人） 

（今号は２０１７年１２月に生起した諸問題の２回目。自民党の改憲素案と原発問題につ

いて論述します。ご愛読ください。） 

第Ⅲ章 自民党改憲「論点整理」 

第１節 「論点整理」の概要 

（１）①２０１７年１２月２０日、自民党

憲法改正推進本部は、憲法改正発議に向け

て「論点整理」をまとめた（１２月２１日朝

日新聞・赤旗）。以下、その概要をみること

にするが、その際の参考にするのは、小沢隆

一（東京慈恵会医科大学教授・憲法学）「安

倍９条改憲のねらいと危険性――自民党憲

法改正推進本部「論点整理」から読み解く―

―」憲法運動２０１８年２月号である。 

②「論点整理」の内容を、ⅰ自民党内の憲

法論議、ⅱ優先的検討項目、ⅲ自衛隊、ⅳ緊

急事態、の順序で摘記する。 

ⅰ自民党内の憲法論議 

自由民主党は、結党以来、現行憲法の自主

的改正を目指し、①「憲法改正大綱草案」

（昭和４７年）、②「日本国憲法総括中間報

告」（昭和５７年）、近年では、③「新憲法草

案」（平成１７年）、④「日本国憲法改正草案」

（平成２４年）などの試案を世に問うてき

た。これらは、党内の議論を集約したもので

ある（丸数字は小沢氏が付記）。 

ⅱ優先的検討項目 

わが国を取り巻く安全保障環境の緊迫化、

阪神淡路大震災や東日本大震災などで経験

した緊急事態への対応、過疎と過密による

人口偏在がもたらす選挙制度の変容、家庭

の経済上のいかんに関わらずより高い教育

を受けることのできる環境の整備の必要性

など、わが国が直面する国内外の情勢等に

鑑み、まさに今、国民に問うにふさわしいと

判断されたテーマとして、 

①安全保障にかかわる「自衛隊」 

②統治機構の在り方に関する「緊急事態」 

③一票の格差と地域の民意反映が問われ

る「合区解消・地方公共団体」 

④国家百年の計たる「教育充実」 

の４項目である。 

ⅲ自衛隊 

自衛隊がわが国の独立、国の平和と安全、

国民の生命と財産を守る上で必要不可欠な

存在であるとの見解に異論はなかった。 

その上で、改正の方向性として以下の２

通りが述べられた。 

①「９条１項・２項を維持した上で、自衛

隊を憲法に明記するにとどめるべき」との

意見 

②「９条２項を削除し、自衛隊の目的・性

格をより明確化する改正を行うべき」との

意見 

③なお、①および②に共通する問題意識

として、「シビリアンコントロール（文民統

制）」も憲法に明記すべきとの意見が述べら

れた。（註） 

（小田中註）９条１項とは、戦争放棄、武

力による威嚇、武力の行使の永久放棄につ

いて 
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の条項。９条２項とは、戦力保持、交戦

権の否認についての条項（小田中註） 

ⅳ緊急事態 

国民の生命と財産を守るため、何らかの

緊急事態に関する条項を憲法上設けること

について、以下の２通りが述べられた。 

①選挙ができない事態に備え、「国会議員

の任期延長や選挙期日の特例等を憲法に規

定すべき」との意見 

②諸外国の憲法に見られるように、「政府

への権限集中や私権制限を含めた緊急事態

条項を憲法に規定すべき」との意見 

今後、現行憲法および法律でどこまで対

応できるかという整理を行った上で、現行

憲法体系で対応できない事項について憲法

改正の是非を問うといった発想が必要と考

えられる。 

（２）検討 

（Ａ）前記４項目の中で核心をなす自衛

隊に関する項目からみることにする。 

①改憲の「方向性」として２つの案が示さ

れている。しかし、２つの案に共通している

のは、自衛隊＝武力部隊に憲法的認知を付

与し「憲法的存在」とすることである。 

②この点では、２つの案の「方向性」に違

いはない。ただ、一見、①案は「加憲」の法

形式をとり、既に現に存在している自衛隊

に「憲法的認知」を与えるにすぎないかのよ

うな印象を与える。しかし、これは幻想であ

る。理由は次の通りである。 

㋑現在の自衛隊は、現憲法９条の１・２項

の下で、憲法的制約を強く受けている「９条

あればこその存在」（目的、任務、部隊構成、

活動）である。 

だが、その自衛隊が「憲法上の存在」とし

て認知された場合には、自衛隊の存在が大

きく変貌することは必至である。 

㋺現９条の下でさえも、自衛隊は、歴代保

守党政権下で、武力部隊として育成され強

大化され、日米安保条約下で日米軍事同盟

の一員としてアメリカ軍に組み込まれてそ

の「傭兵」と化しているのが現実態である。 

しかも、その活動は、「平和維持活動」の

名の下に世界各地の紛争に軍事介入し、北

朝鮮を敵視し、国内でも国民監視活動・情報

収集活動や治安出動（国民弾圧）の展開に及

んでいる。 

㋩自衛隊にとって（政府にとって）、災害

救助活動は活動の副次的分野なのである。 

③ところが、安倍首相は２０１７年５月

３日の日本会議系（改憲右翼団体）の集会に

寄せたメッセージで次のように語った（前

掲小沢）。 

『今日、災害救助を含め、命懸けで２４時

間、３６５日、領土、領海、領空、日本人の

命を守り抜く、その任務を果たしている自

衛隊の姿に対して、国民の信頼は９割を超

えています。しかし、多くの国民の中には、

自衛隊を違憲とする議論が、今なお存在し

ています。「自衛隊は違憲かもしれないけれ

ど、何かあれば、命を張って守ってくれ」と

いうのは、あまりにも無責任です。私は、少

なくとも、私たちの世代のうちに、自衛隊の

存在を憲法上にしっかりと位置づけ、「自衛

隊は違憲かもしれない」などの議論が生ま

れる余地をなくすべきである、と考えます』、

と。 

③この安倍メッセージの意図は、自衛隊

の存在と活動を美化し、その怖るべき実態

を隠蔽し、自衛隊合憲化を実現することで

ある。 

このような瞞着的手口を、私たちは見抜

かなければならない。 

④では、現９条２項を削除して自衛隊の

目的・性格を明確化する案はどうか。 

２項を削除することは、戦力不保持、交戦

権否認という９条の根幹部分＝魂というべ

き部分を否定し、加えて「国防軍」（もどき）
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の存在を認めようとするものである（２０

１２年自民党改憲案<２項削除・国防軍保持

>と同一のものとなる）。つまり、国防軍と

いう名の軍隊を持つということなのである。 

⑤仮に②案でいく場合には、その「武力部

隊」の名称、設置目的、任務、部隊編成、指

揮系統（とくにシビリアンコントロール＜

文民統制＞）、軍法会議などをどう規定する

か、などの問題が生ずる。これらの規定を、

９条１項との整合性は勿論のこと、現憲法

のその他の条文（例えば人権保護規定、司法

関係規定＜特に特別裁判所の否認＞）との

整合性を保ちつつ、憲法条文として、国民の

理解を得ることができるような規定として

構成できるだろうか。法理的にも、政治的に

も不可能である（改憲論者の本音が①案に

あるとしても）。ここに改憲論者のジレンマ

があることを見抜かなければならないと私

は考える。 

 

第２節 自民党改憲案（２０１８年３月）に反対する２つの声明 

（１）①ここで本稿叙述の時間的順序と

しては異例となるが、２０１８年３月２５

日、自民党の党大会が、同党憲法改正推進本

部のまとめた「たたき台素案」に基づき４項

目で改憲を進めることを確認したことにつ

き述べる（法と民主主義２０１８年４月号）。 

この動きに対し、憲法学者１３４名と

「改憲問題対策法律家６団体連絡会」とは、

声明を発表した。 

この２声明のうち、９条に関する部分を

転記して参考に供する。 

②憲法学者声明 

 『自衛隊を明記するという９条改正に

ついては、２項を残した上で、９条の２

として、「必要な自衛の措置」のための

「実力組織」として「自衛隊を保持する」

という条文を追加するという案が有力

視されている。 

 自衛隊を憲法で承認し、正式に合憲化

することは、自衛隊員のためにも良いこ

とだと考える人もいるかもしれないが、

それは全く反対である。というのは、す

でに、２０１４年７月１日の閣議決定に

よって、憲法解釈が一方的に変更され、

この閣議決定にしたがって、２０１５年

９月１９日に安保法制が制定されてい

るからである。自衛隊の憲法での承認は、

安保法制によって集団的自衛権の行使

が認められた自衛隊の承認を意味する

ことに注意しなければならない。 

集団的自衛権は、アメリカのベトナム

戦争や旧ソ連のアフガニスタン侵攻な

ど、強国による無用な軍事介入に利用さ

れてきた。安保法制は、自衛隊がそのよ

うな軍事活動に参加することを意図す

るものである。戦力の保持を否定する現

行９条の下では、安保法制が合憲と認め

られる余地はない。ところが、自衛隊を

憲法に明記することになれば、安保法制

を違憲とはいいづらくなる。つまり、憲

法への自衛隊の追加は、安保法制の合憲

化が真の目的なのである。自民党の９条

改正の提案が実現すれば、自衛隊員は、

危険な集団的自衛の仕事を正式にさせ

られることになるだろう。 

  ところで、今回、自民党の憲法改正推進

本部は、従来の政府解釈で採用されてい

た「必要最小限度の実力」ではなく、「必

要な自衛の措置」を認める案をたたき台

として打ち出していくようである。「必要

最小限度」という文言がなくなることで

自衛隊の活動に歯止めがかからなくなり、

「必要な自衛の措置」には集団的自衛権

の行使が当然に含まれることになる。し
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たがって、この条文は、戦力の不保持、交

戦権の禁止を定めた９条２項と正面から

衝突する。戦力をもたないと宣言しなが

ら、自衛のためには集団的自衛権行使を

含む「実力」を行使できるというのであ

る。この改憲によって、憲法９条２項は、

全く意味をなさなくなるだろう。 

  他にも、自衛隊法７条では、憲法７２条

や内閣法５条の規定を受けて、「内閣総理

大臣は、内閣を代表して自衛隊の最高の

指揮監督権を有する」としているが、今回

の自民党の提案では「内閣の首長たる内

閣総理大臣を最高の指揮監督官とする」

としているため、行政権の主体が内閣で

あるという日本国憲法の構造と矛盾する

おそれがある。この点で、自民党の９条改

正の提案は、内閣総理大臣の下に、立法、

行政、司法から独立した「防衛」という新

たな国家作用を創設することになるので

はないかという深刻な問題を内に含んで

いるのである。』 

 ③法律家６団体声明 

  『自民党の「憲法に自衛隊を明記する」

改憲案は、この間、①９条１項と２項を維

持し、「自衛隊」を明記、②９条１項と２

項を維持し「自衛権」を明記、③２項を削

除し「通常の軍隊」を保持、の３案が検討

されてきた。３月２２日の同党憲法改正

推進本部の全体会合では、具体的な条文

案は①の方向で党大会後にとりまとめる

方針となり、その作成は本部長に一任さ

れた。 

しかし、これらは、いずれも現行の９条

２項を死文化させ、１項を変質させるも

のである。②がいう「自衛権」には集団的

自衛権が当然に含まれるものとなる。③

の「２項削除、軍隊保持」は現行９条を明

示的に否定するものである。①の場合で

も、「我が国の平和と独立を守り、国及び

国民の安全を保つために必要な（自衛の）

措置をとる」と憲法に明記される自衛隊

は、今でも違憲性が疑われている安保法

制による活動が合憲化されるばかりか、

それを超える海外での武力行使さえも可

能となる。こうして、９条２項は維持され

ても、「後法は前法に優る（を破る）」との

法の一般原則に従って、９条の２により

実質的に死文化する。 

  いずれの案を採用しても、安倍首相が

言うような「自衛隊の任務・権限は変わら

ない」、「自衛隊違憲論争がなくなる」など

ということはありえず、むしろ現行９条

の下では政府自体も否定している「集団

的自衛権の全面的行使」や「海外での武力

行使」が可能となる。自民党の９条改憲案

は、現行憲法とその下で制定された安保

法制ではできないことを可能にするため

のものにほかならず、このことを決して

あいまいにしてはならない。 

 （２）２声明で記され批判されている自民

党改憲の動きについては、後続本稿でと

りあげることにする。 

第Ⅳ章 原発問題と核禁条約（ＩＣＡＮの受賞） 

第１節 原発問題 

 （１）①２０１７年１２月３日、福井

県おおい町で「大飯原発うごかすな！現

地全国集会」が開かれ、全国から約５０

０人が参加した。 

 「再稼働の策動を糾弾し、原発全廃を

求める」との決議を採択した。 

 ②再稼働については、西川知事が同意

を表明している。 

 集会では主催者（福井県民会議）から

“民意を無視したら大変なことになるこ

とを原発推進勢力に思い知らせ、勝利の
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日まで頑張ろう”との呼びかけがなされ

た（１２月４日赤旗）。 

 （２）①２０１７年１２月１３日、広

島高裁は、広島市と松山市の住民申し立

てを却下した広島地裁決定（同年３月３

０日）を取り消し、四国電力伊方原発３

号機（愛媛県伊方市）の運転差し止めを

命ずる仮処分決定を下した（１２月１４

日朝日新聞、赤旗、河北新報）。 

 ⓐ伊方原発３号機は、原子力規制委員

会（政府機関）が適合（合格）を与え２

０１６年８月１２日に再稼働させた。こ

れに対し、広島市と松山市の住民が運転

差し止めの仮処分を求めたが、２０１７

年３月３０日広島地裁はこの申し立てを

却下した。この決定を覆したのが上述の

広島高裁決定である。 

 高裁レベルで運転差し止めを認めたの

は、今回の広島高裁の決定が初めてであ

る。 

②同決定の決定要旨は次の通りであ

る。（河北新報２０１７年１２月１４日に

よる）。 

【主文】 

２０１８年９月３０日まで伊方原発３号

機を運転してはならない。 

【司法審査の在り方】 

仮処分を申し立てた住民らは、伊方原発

から約１００キロの広島市、約６０キロの

松山市に住むなど、放射性物質が放出され

るような事故が起きた際、重大な被害を受

ける地域に住む者と言える。そのため、被

害を受ける具体的危険がないことは、四国

電力が立証する必要がある。新規制基準に

不合理な点がなく、伊方原発が基準に適合

するとした原子力規制委員会の判断に不合

理な点がないことで立証できる。 

【火山による危険性以外の争点】 

 基準地振動策定や過酷事故対策、テロ対

策の合理性など、火山の影響による危険性

以外の争点について新規制基準は合理的

で、伊方原発が基準に適合するとした規制

委の判断も合理的と認められる。 

【火山の影響による危険性】 

 原発の立地評価について、規制委が策定

した「火山影響評価ガイド」は、①原発か

ら半径１６０キロ圏内の活動可能性のある

火山が、原発の運転期間中に活動する可能

性が十分小さいかどうかを判断②十分小さ

いと判断できない場合、運用期間中に起き

る噴火規模を推定③推定できない場合、過

去最大の噴火規模を想定し、火砕流が原発

に到達する可能性が十分小さいかどうかを

評価④十分小さいと評価できない場合、原

発の立地は不適となり当該敷地に立地する

ことは認められない――と定める。 

 伊方原発から約１３０キロ離れ、活動可

能性のある火山である熊本県・阿蘇カルデ

ラは、現在の火山学の知見では、伊方原発

の運用期間中に活動可能性が十分に小さい

と判断できず、噴火規模を推定することも

できない。約９万年前に発生した過去最大

の噴火規模を想定すると、四国電が行った

伊方原発周辺の地質調査や火砕流シミュレ

ーションでは、火砕流が伊方原発の敷地に

到達した可能性が十分小さいと評価できな

い。立地は不適で、敷地内に原発を立地す

ることは認められない。 

 広島地裁決定は、破局的噴火について

は、原発の運用期間中に発生する可能性が

相応の根拠をもって示されない限り、原発

の安全性確保の上で、自然災害として想定

しなくても、安全性に欠けないと判示し

た。 

確かに現在の火山学の知見では、破局的

噴火の発生頻度は国内で１万年に１回程度

とされ、仮に阿蘇で起きた場合、周辺１０
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０キロ程度が火砕流で壊滅状態になり、国

土の大半が１０センチ以上の火山灰で覆わ

れるなどと予測されているが、そのような

災害を想定した法規制はない。発生頻度が

著しく小さく、破局的被害をもたらす噴火

で生じるリスクは無視できるものとして容

認するのが日本の社会通念とも考えられ

る。しかし、高裁の考える社会通念に関す

る評価と、火山ガイドの立地評価の方法・

考え方の１部に開きがあることを理由に、

地裁決定のように、火山ガイドが考慮すべ

きだと定めた自然災害について、限定解釈

をして判断基準の枠組みを変更することは

原子炉等規制法と新規制基準の趣旨に反

し、許されない。 

 火山ガイドが立地評価の次に評価すべき

だと定め、火山が原発の運用期間中に影響

を及ぼす可能性の評価「影響評価」につい

ても、四国電力による阿蘇カルデラの噴火

による降下火砕物の想定は過少で、これを

前提として算定された大気中濃度の想定も

過少だと認められる。 

【結論】 

 火山の影響による危険性について伊方原

発が新規制基準に適合するとした規制委の

判断は不合理で、申立人らの生命、身体に

具体的危険があることが事実上推定される

から、申し立ては立証されたといえる。 

 伊方原発は現在稼働中であるから、差し

止めの必要性も認められる。 

 本件は仮処分であり、現在係争中の本訴

訟で広島地裁が異なる判断をする可能性を

考慮し、運転停止期間は１８年９月３０日

までとする。 

③以上の同決定の「骨子」は、次の通り

である（前掲赤旗のまとめによる）。 

【決定骨子】 

 イ 四国電力は２０１８年９月３０日ま

で、伊方原発３号機を運転してはなら

ない。 

 ロ 火山の影響による危険性を除けば、

原発の新規制基準は合理的。 

 ハ 四国電力の調査では、約９万年前の

阿蘇の噴火で火砕流が到達した可能性

が十分小さいと評価できず、立地は認

められない。 

 二 火山の影響による危険性について、

伊方原発が新規制基準に適合するとし

た原子力規制委員会の判断は不合理

で、生命身体に対する具体的危険の存

在が推定される。 

④つまり、同決定は結論として、火山の

影響による危険性について伊方原発が新規

制基準に適合するとした規制委の判断は不

合理で、申立人の生命・身体に具体的な危

険があることが事実上推定されるから、申

し立ては立証されたといえる。また、伊方

原発は稼働中であるから差し止めの必要性

は認められる、とした。 

（３）本決定に対する関係者のコメント

は、次の通りである。 

①１２月１３日、伊方原発を止める会共

同代表須藤さんは、“広島高裁が運転停止

を決めてくれたことを評価しています。原

発を中心とする巨大勢力を攻めあぐねてい

るときに、一つの橋頭堡を築くことができ

た”と（１２月１４日赤旗）。 

②同日、住民弁護団は声明を発表した

（前掲赤旗）。その大要は、次の通り。 

声明は、「被爆地ヒロシマの裁判所で、

これ以上放射線によって苦しむ人々を増や

さない決定が出された」と評価。しかし、

差し止め期限を２０１８年９月３０日と区

切っているのは「不合理」と批判し、期限

が迫った段階で差し止め仮処分の申請をす

る予定だとしている。また、差し止めの理
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由となっている火山の問題点は、全国の原

発でも同様に当てはまると指摘し、他の原

発でも追及していく決意を表明している。 

③１２月１３日、原田四国電力常務は、

記者会見で話した（１２月１４日河北新

報）。 

“正直驚いた。今でも信じられない。原

発は必要と考えており、安全性は必ずや理

解していいただけると思う。２号機（な

お、１号機は廃炉が決定。２号機は東日本

大震災後に停止し、２０１７年度中に再稼

働か廃炉かが判断される予定）について、

今回の決定が大きな影響を与えることはな

い”と述べた。 

④更田原子力規制委員会委員長の、開き

直った感のあるコメント（記者会見）は、

次の通り（河北新報１２月１４日）。 

「私たちは規制の役割を果たすだけだ。

司法判断についてコメントしない」。「規制

委の基準は不変ではなく、最新の知見を取

り入れ、今後も改善していく」。「われわれ

がどんな判断をしても批判は出る。重要な

のは科学的に判断することだ」、と。 

（４）ここで、本決定についての関連論

文・甫守弁護士（弁護団）「伊方原発３号

機運転差し止め――高裁で初の判断」（世

界２０１８年２月号）の大要をまとめた上

で、これを参考として本決定の意義につき

考えてみたい。 

①甫守論文の大要 

ⓐ広島高裁が運転差し止めを命じた理由

は、伊方原発に火山のリスクがないという

ことについて事業者側（四国電力）が疎明

（=証明）できていない、ということであ

る。 

ⓑ福島第一原発事故後、地震・津波と並

んで火山による事故のリスクを政府の事故

調査報告書で指摘された原子力規制委・規

制庁は、「火山ガイド」（規制委内部規則）

を策定し本格的規制に着手した。 

Ⓒ策定過程で規制庁は、日本では約１万

年に１回の頻度で巨大噴火＝破局的噴火が

起きていることを知った。その火砕流が到

達する範囲に原発があると原発は根こそぎ

破壊されるが、すでに原発は立地してしま

っている 

できるだけ規制したくない規制庁は、火

山ガイドを策定した。 

「仮に過去の破局的噴火の影響範囲内の

原発でも、その運転期間中に破局的噴火が

起きる可能性が十分小さいということを事

業者が示せば、あとはモニタリングによっ

て破局的噴火の前兆を察知してから原子炉

を停止し、火砕流の影響範囲外に核燃料を

搬出する方針を定めればよい」という火山

ガイドである。 

ⓓだが破局的噴火の可能性の大小を評価

するための科学的手法は存在しない。また

原子炉を止めてから核燃料の搬出の完了ま

でに少なくとも５年はかかるが、５年前に

噴火の前兆を判断することは不可能だ。こ

ういった点に多くの専門家からの批判が出

た。 

ⓔ伊方原発の再稼働の是非についての福

岡高裁宮崎支部２０１６年４月６日決定

は、火山ガイドは不合理であるとした。そ

うだとすれば、許可は違法であり再稼働は

認められない、“判断するのが筋であろう

が、同支部は“立地不適としなくとも法令

の趣旨に反しない”と判断した。破局的噴

火は日本全体でも約１万年に１回程度しか

発生していないことや、破局的噴火自体の

被害が原発について想定される原子力災害

をはるかに上廻ることを理由に、破局的噴

火のリスクは社会的通念上無視し得るもの

であり、運用期間中における破局的噴火の

可能性が相応の根拠をもって示されない限
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り、立地不適としなくとも法令の趣旨に反

しない、とした。 

ⓕこれは奇妙な論理である。運用期間中

における破局的噴火の可能性を相応の根拠

をもって示すことは事実上不可能である。

福岡高裁宮崎支部は、火山ガイドが破局的

噴火の可能性は十分小さいことを事業者側

が示す必要があると規定しているにも拘わ

らず、不要とするに等しい判断をしたので

ある。行政の瑕疵を司法が法解釈を曲げて

取り繕う姿と奇妙な論理とを、伊方原発の

火山リスクについて審理した広島地裁と松

山地裁は基本的に踏襲した。“火山ガイド

は不合理だが、破局的噴火のリスクは無視

できる”という不思議な裁判の流れが出来

つつあった。 

ⓖこのような裁判の流れの是正を図った

のが今回の広島高裁決定と位置付けられ

る。 

広島高裁は、火山ガイドに従って伊方原

発の火山リスクを評価する方式をとってい

る。 

では、火山ガイドはどう規定している

か。「検討対象火山の調査結果から噴火規

模を推定する」こととし、この推定ができ

ない場合は、当該火山の過去最大の噴火規

模を設定することを規定している。 

伊方原発が特に問題となるのは、約９万

年前の阿蘇４噴火をした阿蘇カルデラであ

る。火山ガイドからすれば、噴火規模の設

定は阿蘇４になる。広島高裁は、火山専門

家の見解を引用し、過去最高最大噴火規模

である阿蘇４を想定する、とした。 

ⓗ四国電力は、阿蘇４の火砕堆積物が伊

方周辺で見つかっていないから阿蘇４の火

砕流は伊方に到達しないと主張する。これ

に対し広島高裁は、本件敷地に火砕流が到

達していないと判断することはできないと

判示した。その理由として挙げたのは、ⅰ

火砕流の到達範囲の確定にはその性質上困

難を伴うこと、ⅱ阿蘇４噴火から９万年経

過していることなどである。 

ⓘまた広島高裁は、四国電力がＶＥＩ５

の噴火規模を設定していることについて、

現在の火山学の知見を前提とするとＶＥＩ

６の可能性も十分小さいと評価することは

できないとし、四国電力の想定（火山灰の

厚さと大気中の濃度）も過小であると認定

した。 

ⓙ火山ガイドには、噴火規模やその影響

範囲が予測できないときには過去最大を想

定することが規定されている。その設定を

切り詰める場合に、その根拠を示すことを

事業者に対して厳格に要求するならば、火

山ガイド自体を否定しなくても、火山の科

学技術の限界を踏まえた立地評価は可能で

ある（小田中註――甫守氏の見解）。 

広島高裁はこの点を冷静に見抜き従来の

原子力規制の欺瞞を暴いたもの、と評価で

きよう。 

ⓚ広島高裁は、福岡高裁高崎支部のよう

に、火山ガイドにおける立地評価が破局的

噴火を含めていると解することに「少なか

らぬ疑問がないではない」（小田中註＝疑

問があるとの趣旨である）としている。 

一方で広島高裁は、原子力規制委が社会

に於いてどの程度の原発事故のリスクを容

認するかの評価についても裁量を有すると

の見解を公表していることを踏まえ、裁判

所の考える社会通念と、火山ガイドの立地

評価の方法・考え方の一部との間に乖離が

ある場合に裁判所が火山ガイドに判断基準

の枠組みを変更することは、法令の趣旨に

反し許されないとしている。 

ⓛこの点、規制委がいかに不合理な審査

をしても、独自の解釈によって後見的に破

局的噴火のリスクは社会通念上許容できる
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という判断をしていた従来の裁判例を正し

た点は一応評価できる。 

ⓜだが、ではなぜ広島高裁は、伊方原発

を立地不適ではないとした点については、

規制委員会の評価よりも自らの評価を優先

させたのか、という疑問は残る。また、行

政裁量を根拠として裁判所と規制委員会と

で評価に乖離が認められる場合に規制委員

会が優先するという枠組みは、原発裁判自

体の意義を大きく減退させることにもなり

かねない。 

ⓝ広島高裁が差止決定に期限を付す必要

性も認め難い。 

ⓞ終わりに 

広島高裁決定が示した原発差止めという

結論には、各地で原発裁判を闘っている市

民はおおいに勇気づけられたであろう。だ

が、その内容は全体的に形式論理に終始し

ており、社会が許容できる原発事故のリス

クについて踏み込んだ判断をしようという

気概が感じられない。福井地裁、大津地裁

に続く広島高裁という原発差止めの流れを

見ても、その判断内容は大幅に縮小してし

まった。 

広島高裁決定は、個別には気概のある裁

判官もいる一方で、裁判所全体としては、

規制機関に盲従しあの悲惨な事故を発生さ

せた記憶が消えかかり、再死の危機に瀕し

ていることを示唆している。（続く） 


